
平成２３年度当初予算の主な新規・拡充事業

（単位：千円）

事業費 概　　　　　　　　　　　　要

（12） 石炭産業科学館整備事業費 70,000

（13） 動物園管理費 (94,045)

　うち動物園再整備基本計画策定 5,000

（1） 景観計画策定費 9,000

（2）
（仮称）中心市街地にぎわい交流
施設整備事業費

40,000

（7） 橋梁長寿命化修繕計画基礎調査費 35,000

（12） 路線バス運行対策事業費補助 1,000

（2） 老朽危険家屋除却促進事業費補助 3,000

（7） 環境基本計画策定費 6,000

（13） 消防庁舎建設事業費 25,000

（14） 消火栓吐出口変更事業費 27,000

３．生活環境の整備

２．都市基盤の整備

１．産業の振興

世界遺産登録を目指す三池炭鉱関連施設等を
総合的に案内する施設として、近代化遺産の案
内ビデオ作成や、駐車場等の整備拡充を行うも
のです。

路線バスは、地域住民、特に自らの交通手段を
持たない交通弱者にとって必要不可欠な公共機
関であることから、路線バスの維持確保のため
運行費用の一部について助成を行うものです。

平成４年のリニューアルから１９年が経過し、老
朽化等が問題となっています。このため、現状調
査を行い、安心で安全な魅力ある動物園を目指
し、再整備基本計画を策定するものです。

中心市街地の活性化の一環として、新栄町地区
において多世代の市民が交流できる機能を備え
た施設を整備するにあたり、基本・実施設計を行
うものです。

三池炭鉱関連施設の世界遺産本登録に向け
て、景観法に基づく景観計画等を活用して、構
成資産及び周辺環境の景観保全等についての
計画を策定するものです。

全国的に橋梁の高齢化が進み、劣化等の損傷
が深刻になることが懸念されています。安全性
の確保と同時に、長寿命化及び修繕等のコスト
縮減を図るための計画策定に必要な橋梁の状
態等について、基礎調査を行うものです。

老朽危険家屋の除却に要する費用の一部を助
成することにより、周辺地域の住環境の改善と
良好な景観形成の促進を図るものです。

近年の環境問題の動向を踏まえながら、自然環
境の保全や温暖化対策、廃棄物対策等、地域
の環境保全に関する施策を計画的に推進する
ため、新たな環境基本計画を策定するもので
す。

昭和３５年に建設した消防本庁舎について、老
朽化に伴い、建て替えを行うことから、地質調査
等の調査業務を行うものです。

市内すべての消火栓型式を現在のネジ式から
近隣消防と同一の型式である町野（マチノ）式に
変更するものです。
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平成２３年度当初予算の主な新規・拡充事業

（単位：千円）

事業費 概　　　　　　　　　　　　要

（4） 保育所施設整備費 157,153

（9） 子ども手当給付費 2,375,660

（14） 障害者福祉費 (18,833)

　うち障害福祉計画策定費 1,700

（1） 少人数学級編制推進事業費 8,000

（6） 中学校給食調査費 2,500

（8）
学校建設事業費（小・中学校耐震
化事業分）

58,600

（17） 地域振興対策推進費 (5,484)

　うち近代化遺産を活用したまちづ
くりプラン策定費

5,000

（1） 市民協働推進費                          (10,000)

　うち校区まちづくり交付金 5,180

（8）
大牟田市・大同市友好都市締結３
０周年事業費

3,800

４．健康・福祉の向上

○計画の推進

５．教育文化の向上

子育て支援のため、市内の認可保育所を設置
運営する社会福祉法人が行なう保育所の施設
整備に対し助成を行うものです。

３歳未満の子ども一人当たり月額２０，０００円、
３歳以上中学校修了までの子ども一人当たり月
額１３，０００円の子ども手当を支給するもので
す。

世界遺産候補資産やその他の近代化遺産等を
活用した総合的なまちづくりプランを策定しま
す。プランでは、近代化遺産の整備・活用方策、
文化・教育、商業・観光等多方面での活用策に
ついて検討し、新たなまちづくりにつなげていき
ます。

障害福祉施策を推進するための具体的な事業、
及び障害福祉サービスの必要量の見込みとそ
れを確保するための方策を示した障害福祉計画
を策定するものです。

平成２２年度より小学３年生まで引き上げて実施
している３５人以下の少人数学級編制につい
て、２３年度より対象学年を小学４年生まで引き
上げて実施するものです。

中学校給食の実施に向け、給食の提供方法や
その経費等の基礎的調査を実施するものです。

学校施設の耐震化を推進し、児童生徒等の安
全確保を図るもので、平成２３年度は小・中学校
６校の校舎６棟について耐震診断を実施するも
のです。

昭和５６年に大同市と友好都市を締結し、これま
で友好代表団の相互派遣交流に取組んできまし
た。平成２３年は締結３０周年を迎えることから、
大同市へ友好代表団を派遣するとともに記念事
業を行うものです。

地域コミュニティの望ましいあり方を示した「地域
コミュニティ基本指針」に基づき、心豊かな地域
づくり、まちづくりの推進母体となる校区まちづく
り協議会の形成を促進し、その運営や活動に対
し、「校区まちづくり交付金」を交付します。

2/2


